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序　　　　　文

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）では、1990 年代以降、経済活動自由化の

ための人材育成が重要課題の一つとして位置づけられていました。一方、我が国においては、アジ

アの市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として、「日本人材協力センター」の設立が構想さ

れました。

これを背景とし、「ビジネスコース」「日本語コース」「相互理解促進」を活動の三本柱とした技術

協力プロジェクトとして「ベトナム日本人材協力センター（VJCC）」プロジェクト（以下、「VJCC 

プロジェクト」と記す）を、外国貿易大学をカウンターパート機関として、ハノイ及びホーチミン

市の 2 カ所で実施することで合意し、2000 年 9 月から 5 年間のプロジェクトが開始されました。さ

らに、無償資金協力による施設が 2002 年 3 月にハノイ、5 月にホーチミン市にそれぞれ完成し、ビ

ジネスコース等の各種講義が開始されるなどプロジェクト活動が本格化しました。

2005 年 5 月に実施した終了時評価調査では、プロジェクトの協力実績及び成果についてベトナム

側と検証を行い、VJCC プロジェクトが高い成果を上げたことが確認されました。このため、ベト

ナム政府は VJCC プロジェクト（フェーズ２）の実施を我が国に要請し、ベトナム側及び日本側と

の協議の結果、2005 年 9 月より 5 年間をフェーズ２として技術協力プロジェクトが実施されました。

さらに、2010 年 9 月より 4 年間の計画でビジネスコースを主体とした新フェーズが実施されること

が合意され、現在に至っています。

今般、プロジェクト開始から 2 年が経過したため、2012 年 6 月 12 日から 6 月 28 日の日程で調査

団を現地に派遣し、ベトナム側と合同で、プロジェクトの中間レビュー調査を実施しました。本報

告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、プロジェクトの成果達成のために、

広く活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層のご

支援をお願いする次第です。

平成 24 年 6 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　桑島　京子
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１－１　協力の背景と概要

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）政府は、2020 年の工業国化・近代化を

国家ビジョンとして掲げ、市場経済化・国際経済統合を推進している。そのなかで、近年では計

画投資省傘下の中小企業庁や商工省を中心に中小企業・裾野産業開発政策の強化を進めている。

国営企業改革を通じて、民間セクターの規模は製造業、サービス業ともに大幅に拡大し、GDP 比

45.9％、全雇用に占める比率は 87.5％に達している。そのうち中小企業は企業数ベースで 94.6％
（2007 年）、全雇用の 53.3％を占めており、そのうち製造業は全雇用の 91.9％を占め、中小企業の

発展は持続可能な経済成長のための最重要課題となっている。中小企業の地域分布をみると、64
省市のうち全登録企業の 55％（2007 年）が、ホーチミン市、ハノイ市、ハイフォン市の三大都市

圏に集中しているため、都市部における中小企業開発が重要である。また、裾野産業の振興にあ

たっては外資系アセンブラと地場企業の中間に位置して部品のサプライチェーンを構成し、技術

の普及にあたっての触媒的役割を果たす外資系サプライヤ（日本の中小企業等）の存在が重要と

なるが、ベトナムにおいてはこれらが大幅に不足している。さらに、ベトナムの労働人口は総人

口の 63％を占めるが、そのうち大学、職業訓練校等で一定の訓練を受けた労働者は 25％（2005 年）

にとどまっており、中間管理職や技術系管理者、熟練労働者の絶対数が不足している。また、質

の面でも、産業界のニーズに合わない教育・訓練カリキュラム、教官の知識不足等の問題が指摘

されている。このように、ベトナムでは 2020 年の工業国化に向けた工業構造の重層化・高度化が

重要になっているものの、これを促進するための知識や経営・管理技術のノウハウを有する人材

の不足が大きな課題となっている。

こうした人材不足を解消するために、本プロジェクトは外国貿易大学（FTU）をカウンターパー

ト機関として実施してきた過去 10 年間のベトナム日本人材協力センター（Vietnam-Japan Human 
Resources Cooperation Center：VJCC）プロジェクトの成果と実績を踏まえ、これまでの協力で実

施体制を確立したビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業という 3 つの事業に VJCC
の運営管理を加えた 4 つの事業・運営管理領域のなかから、既に VJCC が自主事業として自立的

に運営できる見通しがついた日本語コース、相互理解促進事業を除いた、ビジネスコースの運営・

管理強化と VJCC 組織の運営・管理体制強化という 2 つの成果に特化した協力を行うものである。

１．案件の概要

国名：ベトナム国 案件名：ベトナム日本人材協力センター・ビジネス人材育

成プロジェクト

分野：人的資源 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額：総投入額約 6.30 億円  

協力期間：2010 年 9 月～ 2014 年 8 月 先方関係機関：外国貿易大学

監督機関：教育訓練省 
（英）Ministry of Education and Training

実施機関：外国貿易大学

（英）Foreign Trade University

他の関連協力：無償資金協力 
ベトナム日本人材協力センター建設（E/N 締結 2004 年 6
月 15 日 ）

評価調査結果要約表
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１－２　協力内容

（１）上位目標

 ベトナムの工業化を牽引する経営者人材が VJCC により継続的に育成される。

（２）プロジェクト目標

ベトナム中小企業・裾野産業を担う経営者人材育成拠点としての VJCC の自立発展的な体

制と機能が強化される。

（３）成果

１）中小企業・裾野産業の中核人材育成に資する効果的なビジネスコースの運営・管理が行

われる。

２）VJCC スタッフによる自立発展的な組織運営管理体制が構築される。

１－３　投入（2012 年 6 月まで）

〈日本側〉

長期専門家派遣 延べ 5 名

短期専門家派遣 延べ 23 名

本邦研修 20 名

機材供与 4,642,340 円（DVD）

プロジェクト経費支出　 390,714 USD
〈相手国側〉

カウンターパート配置 延べ 8 名

プロジェクト事務所、敷地の提供

 

３－１　実績

（１）成果 1
中小企業・裾野産業の中核人材育成に資する効果的なビジネスコースの運営・管理が行わ

れる。

本フェーズに入り、VJCC スタッフにベトナムの中小企業・裾野産業への効果的なビジネ

スコースの提供の意識が強くなってきており、ベトナム側を主としたビジネスコース運営管

理が行われていることが確認された。オンサイトトレーニングなど、企業のニーズに応じた

コースの提供も行われるようになっている。コース全体の評価に関しても、受講生からは

80％以上の満足度が得られており、受講生側からみても求められる実践的なビジネスコース

の運営・管理が行われていることがうかがえた。特筆すべきは、学んだことをすぐ自社工場

に取り入れるケースが参加者に多くみられることであった。これは講義内容が実践的であっ

２．中間レビュー調査団の概要

調査者

殿川　広康（団長・総括） JICA 産業開発・公共政策部日本センター課　課長

吉村　徳二（協力企画） JICA 産業開発・公共政策部日本センター課　職員

大西　洋也（評価分析） 株式会社国際開発センター　研究員

調査期間 2012 年 6 月 12 日～ 6 月 29 日 評価種類：中間レビュー

３．評価結果の概要
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たこと示すものであり、特に 64 名の経営塾卒業生にそのようなケースが多くみられた。

（２）成果２

 VJCC スタッフによる自立発展的な組織運営体制が構築される。

計画されたビジネスコースは予定通り実施され、計画、実施、評価という一連の運営管理

もセンタースタッフが主体となり行われていた。本フェーズ開始以降、年次計画や予算計画

が順次策定され、また毎年改善を含めた改定が行われており、自立発展のための意識作り、

組織運営体制が構築されつつある。一方、組織面では、スタッフの離職が多くみられること

から、可能な対応策を講じていく必要がある。財政面では、フェーズ２終了時に 39％だった

VJCC の運営費用負担率（先方及び VJCC 自己収入による負担率）が、2010 年度は 61％にま

で上昇しており、自立発展に向けた努力がうかがわれた。ただし、現地日系企業とのやり取り、

日本人講師との各種詳細な調整については、日本人による対応の必要性があるとみられるこ

とから、日本センターという特殊性にかんがみ、将来にわたって日本人を配置する必要性に

関するコメントが日系機関、企業から出された。

３－２　評価結果の要約

（１）妥当性

以下の理由により、妥当性は高いと判断される。

１）ベトナムの開発政策との整合性

本フェーズは 2010 年 9 月から開始されたことから、2001 年に策定された「社会経済開

発 10 カ年計画（2001-2010）」、2011 年に策定された「社会経済開発 10 カ年計画（2011-2020）」
及び 2006 年に採択された「社会経済開発 5 カ年計画」に対する整合性が求められる。これ

らの計画では高成長、生活改善、工業化、近代化というキーワードの下、市場経済化に対

応した人材育成が求められており、VJCC のこれまでの活動はこの方針をサポートするも

のとして位置づけられる。

２）裨益者ニーズとの整合性

近年のベトナムの経済成長はめざましい状況にあるが、市場メカニズムに対応した人材

の育成はこれまで以上に重要になってきている。また、ベトナムに進出した日系企業も

1,500 社以上といわれており、これら日系企業でも日本的経営に関する知識を有した人材、

生産管理に精通した人材の確保は課題となっている。このような環境下で VJCC が実施す

る各種ビジネスコースはほかでは実施できない高品質なコースとして、日系企業のみなら

ずベトナム中小企業からも評価されているところである。

３）日本の援助重点課題との整合性

日本政府の対ベトナム国別援助計画では「経済成長促進・国際競争力強化」を重点分野

の一つとしており、そのためにビジネス環境、民間セクターの開発が必要であるとしている。

本プロジェクトでは主に中小企業と裾野産業の発展に主眼を置いたビジネスコースと経営

塾を実施しており、日本政府の援助重点課題に合致した活動を行っているといえる。

（２）有効性

１）プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標の達成度に関しても、VJCC 関係者へのインタビュー及び提供された

各種資料からは目標達成の見込みは高い。
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２）目標達成に貢献した要因

VJCC スタッフの献身的な活動はもとより、チーフアドバイザーを主体とした日本人専

門家の適切な指導があったことは大いに評価できる。また、商工会や JETRO など日系の各

機関の協力的なサポートも大きな要因と考えられる。

３）目標達成を阻害する（可能性がある）要因

日本センター共通の課題であるが、スタッフの離職は阻害要因となる可能性がある。過

去の実績でみると、特にマネージャーで長期間同一ポストにいるケースは稀である。また、

日系企業との関係構築はチーフアドバイザーの個人的ネットワークによるところが大き

かったことから、現在のチーフアドバイザーの任期終了後は日系企業との関係の面で特に

阻害要因と成り得る。

（３）効率性

本フェーズにおいては、日本側の投入（日本人専門家、日本側の予算規模、供与機材）は

適切であった。一方、在職するスタッフの努力で問題は表面化しなかったが、ベトナム側の

投入（カウンターパートの配置、スタッフの配置）は十分とはいえないことが判明した。また、

商工会を代表とする日系機関との連携（例：就職フェアの開催）など、裨益者のニーズへの

対応という観点からも効率性は高いと判断できる。

（４）インパクト

人材育成を主たる目的とする本プロジェクトの性質上、インパクトを客観的に明示するこ

とは困難な面はあるが、判断材料となるインタビュー結果、経営改善につながった事例が相

当数あることからプロジェクトのインパクトはあると判断される。

日系機関（商工会、JETRO）は、VJCC のビジネスコースは質・コストの面で民間企業で

はできないサービスを提供している点を評価しており、民間企業ではカバーできていない経

営層や中間管理職等のビジネス人材を育成する VJCC のビジネスコースを今後も継続実施し

てほしいという要望を受けた。特に、ベトナムでは1,500社を超える日系企業が進出しており、

VJCC がベトナムの二大都市でこのようなビジネスコースを提供していることは自社で研修

制度をもたない日系及びベトナムの中小企業が必要なときに従業員への研修を行うことがで

きるなど、研修ニーズへの対応という点で貢献度は極めて高い。また、ベトナム中小企業の

中で日本的経営の発想をもった経営者の育成は、それら中小企業と日系企業との将来の連携

を考えると波及効果は高い。

売上の増加や利益の増加といった目に見える形でのインパクトの発現は 1 年、2 年といっ

た短期間では困難である。一方で、日々の地道な各種改善活動を継続していくことで効率性

を高め、将来の収益性を高めることは日本的な生産管理の考えでは非常に重要である。この

点で、多くの経営者（卒業生）がビジネスコースや経営塾で学んだ内容（５S、TQM、バラ

ンススコアカードなど）を導入しており、将来のインパクトの発現が期待できる状況になっ

ている。

４－５　持続性

持続性はある程度見込まれるものの、更なる方策を取ることが必要である。

（１）組織面

・スタッフの離職やマネージャーの不在が長期にわたっており、ベトナム側からの人的投入
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が不十分であったが、上記のような課題に対応するため、マニュアルの作成も行われており、

現在の状況に合った自立発展のための努力がなされていた。

・FTU ハノイ及びホーチミン、VJCC ハノイ及びホーチミンの四者の情報フローや指揮命令

系統が確立されておらず、情報伝達がうまく行われていないケースが散見された。

・本フェーズが始まって以降、オーナーシップの向上とともに組織面でのスタッフの関与が

強化されている。

（２）財政面

・2009 年に 39％だった自己収入負担率は 2011 年では 61％に上昇した。可能な科目について

は、講師を現地化することで日本側のコスト負担を削減するなど、財政面での自立のため

の努力がみられる。

・日系企業からの研修生を受け入れるなど、収入源の多様化の努力や安定化に向けた努力も

なされている。

（３）技術面

・VJCC の運営のための人材はマネージャー、スタッフの区別をなくせば十分に育成されて

おり、ベトナム人による運営能力は着実に強化されている。

・日系機関との関係構築や日本人関係者との連絡調整等、現地スタッフでは対応が困難な業

務が存在する。

・ビジネスコースの講師については、現地講師化には一定の限界があり、質を維持したうえ

でビジネスコースを継続する場合、現地講師のみで持続性を確保することは困難と考えら

れる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（１）計画内容に関すること

ビジネスコース（経営塾を含む）に関しては適切にデザインされていた。また、内容もベ

トナム人講師による講義がふさわしいものについてはベトナム人に、日本人講師が得意とす

る生産管理など、日本的経営に関するものは日本人講師とするなど、適切なコース計画が組

まれている。

（２）実施プロセスに関すること

ビジネスコースの運営管理体制に関し、ハノイ、ホーチミンの両所長を主体とした意識改

善は図られており、オーナーシップの意識は高まっている。適切な投入もあることから、自

立発展に向け着実にレベルアップしている。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（１）計画内容に関すること

中間レビュー時点では、効果発現を阻害した計画上の要因は特に認められない。

（２）実施プロセスに関すること

実施プロセス上の阻害要因としては、スタッフの離職が多いことがあげられる。この傾向

は将来にわたり継続する可能性があることから、組織的な対応策を構築する必要がある。
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３－５　結　論

VJCC が実施する実践面を重視するビジネス研修は、ベトナム関係者からも高く評価されてお

り、ベトナムにおける高度人材育成拠点としての地位を確立しつつある。センター運営面におい

ては、日本人専門家の技術移転によるセンタースタッフの運営自立化が進んでおり、プロジェク

ト目標は大よそ達成できる見込みである。

３－６　提　言 
（１）組織及び運営管理の視点

・ 両センターは FTU に属するものの別々の施設が建設され、組織も各々に存在する。効率性

と持続性の観点から FTU ハノイ及びホーチミン、VJCC ハノイ及びホーチミンの指揮命令

系統及び情報共有フローを明確にする必要がある。

・ カウンターパート及びスタッフの離職は、組織の発展を考えるうえで大きな阻害要因と成

り得る。早急に外部からの新しいマネージャーの採用、若しくは内部昇格による補充が求

められる。

・ ベトナム企業間あるいはベトナム―日本企業間を橋渡しする機関としての機能を強化する。

（２）経営塾を含むビジネスコースの方向性

・ ビジネスサークルの場として、卒業生の集いの場である経営塾クラブの機能を強化するこ

とが望まれる。

・  VJCC の更なる財務健全性の確保のため、VJCC と同等レベルの研修コースを提供する在

ベトナムの研修機関と連携の可能性を探ることが望まれる。

・  JICA の技術協力プロジェクトを通じて蓄積されたアセットを活用した本フェーズ終了後の

将来像を描くことが望まれる。

３－７　教　訓

・プロジェクト終了後はベトナム側でのセンター運営が可能となるよう、センタースタッフへ

の技術移転、また財政面の健全性の向上に取り組んできたところであるが、本邦の経済団体、

NPO、地方自治体等の関係作りやこれら日本人関係者との連絡調整業務は、業務の性質上、現

地スタッフだけでは対応が難しいことがわかった。そのため、プロジェクト終了後も日本との

リエゾン的な役割を果たす専門家の配置等の検討が必要と思われる。

・経営塾コースは現場経験の豊富な日本人専門家による講義や指導を特長としていることから、

現地化が難しい一方、コース自体の年数も浅く、現地ニーズも依然として高い。コース継続の

ためにも、プロジェクト終了後も何らかの形で JICA の協力を継続していくことが必要と考え

られる。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

本中間レビュー調査は、2010 年 9 月から 2014 年 8 月までの期間で実施中の「ベトナム日本人

材協力センター・ビジネス育成プロジェクト」を対象として、これまでのプロジェクト活動実

績・実施プロセスを確認し、プロジェクトの成果を 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパク

ト、持続性）の観点から検証し、プロジェクトの目標達成状況を確認した。さらに、残りのプロ

ジェクト期間の事業実施方針について提言を行うとともに、事業実施に係る課題についてプロ

ジェクト関係者と共通認識の形成を図り、対応策を検討することを目的とした。

１－２　調査団の構成と期間

担当分野 氏　名 所属 / 役職

団長・総括 殿川　広康 JICA 産業開発・公共政策部日本センター課　課長

評価分析 大西　洋也 株式会社国際開発センター　研究員

協力企画 吉村　徳二 JICA 産業開発・公共政策部日本センター課　職員

〈調査対象日程〉

調査団による事前調査　2012 年 6 月 4 日（月）～ 6 月 11 日（月）

現地調査　　　　　　　2012 年 6 月 12 日（火）～ 6 月 29 日（金）

報告書作成、報告　　　2012 年 7 月 2 日（月）～ 7 月 13 日（金）

なお、現地調査の詳細日程は付属資料 2 を参照。

１－３　対象プロジェクトの概要

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）政府は、2020 年の工業国化・近代化を

国家ビジョンとして掲げ、市場経済化・国際経済統合を推進している。そのなかで、近年では

計画投資省傘下の中小企業庁や商工省を中心に、中小企業・裾野産業開発政策の強化を進めて

いる。国営企業改革を通じて、民間セクターの規模は製造業、サービス業ともに大幅に拡大し、

GDP 比 45.9％、全雇用に占める比率は 87.5％に達している。そのうち中小企業は企業数ベース

で94.6％（2007年）、全雇用の53.3％を占めており、うち製造業においては全雇用の91.9％を占め、

中小企業の発展は持続可能な経済成長のための最重要課題となっている。中小企業の地域分布を

みると、64 省市のうち全登録企業の 55％（2007 年）が、ホーチミン市、ハノイ市、ハイフォン

市の三大都市圏に集中しているため、都市部における中小企業開発が重要である。また、裾野産

業の振興にあたっては外資系アセンブラと地場企業の中間に位置して部品のサプライチェーンを

構成し、技術の普及にあたっての触媒的役割を果たす外資系サプライヤ（日本の中小企業等）の

存在が重要となるが、ベトナムにおいてはこれらが大幅に不足している。さらに、ベトナムの労

働人口は総人口の 63％を占めるが、そのうち大学、職業訓練校等で一定の訓練を受けた労働者

は 25％（2005 年）にとどまっており、中間管理職や技術系管理者、熟練労働者の絶対数が不足

している。また、質の面でも、産業界のニーズに合わない教育・訓練カリキュラム、教官の知識

不足等の問題が指摘されている。このように、ベトナムでは、2020 年の工業国化に向けた工業
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構造の重層化・高度化が重要になっているものの、これを促進するための知識や経営・管理技術

のノウハウを有する人材の不足が大きな課題となっている。

こうした人材不足を解消するために、本プロジェクトは、外国貿易大学（Foreign Trade 
University：FTU）をカウンターパート機関として実施してきた過去 10 年間のベトナム日本人材

協力センター（Vietnam-Japan Human Resources Cooperation Center：VJCC）プロジェクトの成果と

実績を踏まえ、これまでの協力で実施体制を確立したビジネスコース、日本語コース、相互理解

促進事業という 3 つの事業領域に VJCC の運営管理を加えた 4 つの事業・運営管理領域の中から、

既に VJCC が自主事業として自立的に運営できる見込みがついた日本語コース、相互理解促進事

業を除いた、ビジネスコースの運営・管理強化と VJCC 組織の運営・管理体制強化の 2 つの分野

に特化した協力を行うものである。
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第２章　中間レビューの方法

今回の中間レビューでは PDM を活用し、レビューを実施した。その際に、評価グリッドを作

成し、レビューのデザインを行った。（付属資料 4 参照）

２－１　中間レビュー用 PDM

今回の中間レビューでは、2010 年 8 月 13 日作成の PDM を使用した。PDM の上位目標、プロ

ジェクト目標、評価項目ならびに指標に関しては、必要がある場合には改定を行うこととした

が、本中間レビュー時には行わなかった。

２－２　主な調査項目と情報・データ収集

本調査では PDM 上の成果、プロジェクト目標、上位目標の達成状況と実施プロセスの確認に

加え、JICA 事業部評価ガイドラインにある評価 5 項目に基づいて評価を行った。

（１）実績の確認

PDM に記載されている上位目標、プロジェクト目標、成果の指標がどの程度達成された

か、どのような投入がなされたかを確認した

（２）実施プロセスの確認

プロジェクトの活動状況、モニタリング活動、日本人専門家とカウンターパートとの協力

関係、カウンターパートや現地スタッフのプロジェクトへのオーナーシップなどを確認し

た。

（３）評価 5 項目の主な調査事項は以下のとおりである。

妥当性

相手国ニーズとの整合性

裨益者ニーズとの整合性

日本の援助政策との整合性

有効性

プロジェクト目標を達成するのに十分であったか

目標達成の促進要因

目標達成の阻害要因

効率性

日本側の投入

ベトナム側の投入

スタッフ研修

インパクト
プロジェクト実施による効果は何か

上位目標の達成の見込み

持続性

事業の持続性

ベトナム側の方向性と日本側の協力の方向性

財政状況
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本調査におけるインタビュー対象者とデータ収集方法は以下のとおりである。

〈ベトナム側〉

①　VJCC 所長、マネージャー及びスタッフ（インタビュー）

②　現場指導を受けた企業経営者（インタビュー）

③　ビジネスコース受講生（経営塾を含む）（インタビュー、アンケート）

④　FTU 学生（インタビュー）

〈日本側〉

①　JICA 長期専門家（チーフアドバイザー、調整員）（インタビュー）

②　JICA 短期専門家（ビジネスコース・コーディネーター）（インタビュー）

③　在ベトナム日本国大使館　書記官（インタビュー）

④　ベトナム日本商工会（ハノイ、ホーチミン）（インタビュー）

⑤　JETRO ベトナム（インタビュー）

⑥　JICA ベトナム事務所（インタビュー）

⑦　日系コンサルティング会社（インタビュー）
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第３章　プロジェクトの実績

日本側の投入は予定通り行われており、妥当性、タイミング共に適切であった。

３－１　投入実績

（１）日本側の投入実績

１）日本人専門家の派遣

長期専門家としてチーフアドバイザー（1 名）、業務調整（ハノイ、ホーチミン各 1 名）、

合計 3 名が派遣され、またビジネスコースの短期専門家（運営管理及び講師）が 2012 年

5 月までに合計 23 人が派遣された（詳細は付属資料 7 参照）。

２）カウンターパート研修

以下の表に示すとおり、2012 年 5 月末までに本邦研修は 20 名、テレビ会議システムを

活用した JICA ネット研修（日本センタースタッフ向け）では、延べ 50 名のベトナム人が

受講している。

本邦研修

研修名 日程 期間 参加者数

1 経営塾研修 2011 年 7 月 31 日～ 8 月 13 日 14 日間 20 名

JICA ネット研修

研修タイトル 日程 参加者数

1 日本的顧客サービス（理論編） 2011 年 12 月 13 日
ハノイ 10 名

ホーチミン 15 名

2 日本的顧客サービス（実践編） 2011 年 12 月 16 日
ハノイ 10 名

ホーチミン 15 名

３）資金の投入

機材供与に関しては、ビジネスコースで教材として活用する DVD の購入のために

4,642,000 円が投入された。なお、本フェーズが始まる前までに供与された機材の更新は

VJCC の計画・予算に基づき行われている。

（２）ベトナム側の投入実績

VJCC ハノイには、所長（1 名）、総務担当マネージャー（1 名）、ビジネスコースマネー

ジャー（2 名：高度人材育成、産業人材育成）の合計４名が FTU から配置されている。また、

VJCC ホーチミンには所長（1 名）のほか、日本語コースのマネージャー（1 名）が FTU か

ら配置されている。なお、VJCC ホーチミンにおいては、ビジネスコースと交流部門の 2 名

のマネージャーにレビュー時点において欠員が生じている。（付属資料 10 参照）
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３－２　成　果

それぞれの成果の達成状況は以下のとおりである。

成果１： 中小企業・裾野産業の中核人材育成に資する効果的なビジネスコースの運営・管理が

行われる。

指標：1-1 経営塾・CEO コースの卒業生数

 1-2 経営塾・CEO コースの卒業生と経営改善の状況（満足度・利益率）

 1-3 一般ビジネスコースの応募状況、参加者数、満足度

 1-4 個別相談、現場指導サービスの満足度と経営改善（売上高、利益率）

 1-5 育成された現地講師数

 1-6 育成された講師による講義時間比率

 1-7 ビジネスコースの体系的な年度実施計画の策定

1-1  経営塾の卒業生数に関しては、当初の想定以上の受講生数を集めている。2012 年 6 月時点ま

での受講生総数（現在実施中の三期生を含む）は 64 名であり、例年 20 名から 25 名程度の

受講生がいることから、指標（80 名）を上回る見込みである。

なお、CEO コースに関しては、既にコース自体が FTU 側に移管されていることから、本

レビューでは調査対象には含めていない。

1-2  経営塾の修了生及び現受講生に対してインタビュー調査を実施した。インタビューを通じ

修了生及び受講生からは、受講後すぐに自社で導入できる内容が多いことなど、経営塾の講

義が実践的な内容である点で有益であり、他機関が行っている各種研修の内容とは大きく異

なっているというコメントが多くあった。また、経営塾では課題解決型グループディスカッ

ション 1 を導入し、受講生による解決案発表などを通じ、受講生間で自社の経営課題や悩み

について情報共有、意見交換ができたことは、受講生にとって大変参考になったことが判明

した。加えて、VJCC では、受講生が所属する企業で問題があった場合には、講師を派遣し

問題解決にあたるようなサービスを提供しており、この点についても非常に評価が高かっ

た。このような理由から受講生の満足度も極めて高くなっており、VJCC による講義終了時

のアンケート調査ではおおむね 8 点以上（10 点満点）のスコアとなっている。なお、本調査

団が行った修了生及び受講生へのインタビュー調査でも平均 9 点以上（10 点満点）という結

果が得られている。

なお、受講生の企業が利益率においてどの程度向上したかについては、定量的に証明する

ことは難しいものの、今回訪問した職場や工場では経営塾で学んだ企業理念や５S などの手

法が実際に導入されていることが確認できた。インタビューを受けた者からも、講義で学

んだことが具体的にどう成果（業績の改善）につながっているか現時点で判断が難しいが、

VJCC で学んだことを自社の業績改善につなげたいという意見が多かった。なお、1-1 同様、

CEO コースについては、既に FTU に移管済みであることから調査の対象としていない。

1-3  一般ビジネスコースに関しても、1-2 と同様の傾向がみられた。受講生からはベトナム人講

師による講義は理論偏重であるという意見があったものの、講義内容については満足が高

かった（10 点満点で 8 点以上）。日本人講師とベトナム人講師の特長を踏まえ、適切な講師

1　 講師があらかじめ企業の課題を設定し、その課題についてグループで議論を行い、グループごとで発表して理解を深めていくも

の。
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配置を行ったことが高い満足度につながったものと思われる。また、応募数、参加者数も増

加傾向にあり、安定的なビジネスコース運営がなされている。

1-4  個別相談及び現場指導に関しては極めて満足度が高く、一度、二度ではなく、フォローアッ

プ活動として定期的な面談、サービスを実施してほしいとの要望が多く寄せられた。ただ

し、1-3 と同様の理由で、業績との関連性についてはその成果の発現までには時間がかかる

との意見が多数であった。

1-5  現時点までに育成された講師は少数にすぎず、2014 年 3 月末までに設定された講師数である

6 分野 10 名の講師を確保することは、更なる努力が必要と判断される。これは現在の現地講

師が担当できる講義が限定的な科目にとどまっていることが理由の一つとしてあげられる。

1-6  育成された現地講師による講義時間とその比率に関しては、ハノイでおおむね 18％、ホー

チミンで 36％ 2 となっている。ホーチミンでの現地講師比率が高くなった理由としては、

フェーズ１、フェーズ２の間に有能な現地講師が確保できたことがあがっていた。VJCC ハ

ノイ所長、チーフアドバイザー及びビジネスコース・マネージャーへのインタビューでは、

今後 VJCC ハノイでの現地講師の講義時間を増加していくとのことであった。

1-7  ビジネスコースに関しては、VJCC ハノイ及び VJCC ホーチミンそれぞれの日本センターで

年次計画が策定されていることが確認された。日本人専門家のサポートを要するものの、顧

客の研修ニーズに対応できるよう各年度開始の数か月前までに年間スケジュールを確定し、

それを主な顧客に提供するなど、ビジネスコース・マネージャーや現地スタッフ（副マネー

ジャー）が主体的に年次計画を策定し、コースを運営してきたことが今回の調査で確認でき

た。

成果 2：VJCC スタッフによる自立発展的な組織運営体制が構築される。

指標： 2-1 組織機能図の内容と改善状況

 2-2 年度予算計画の精微化

 2-3 年度予算計画の体系化

 2-4 VJCC スタッフへの研修と参加者の満足度

 2-5 ネットワーキング活動と様々な組織との協働プログラムの実施

 2-6 VJCC スタッフのみでの計画・運営・管理状況

2-1  組織機能図については毎年改善されており、各センター所長の指導によりマネージャー及び

スタッフの業務分担も明確化されてきている。各マネージャー及びスタッフの職責も明確化

されており、少ない人数での運営努力がみられる。一方で、VJCC ホーチミンにおける 2 名

のビジネスコース・マネージャーの退職後、後任が配置されていないことはビジネスコース

の運営・管理能力への影響の観点から早急な対応が求められる。

2-2  年度予算計画に関しては、本フェーズの開始以降、適切に年度予算計画が策定され、毎年

精緻化されてきている。年度予算計画の精緻化は各年度の収支のバランスや収益を考えるう

えで非常に有効であり、各種コースの収支管理のため効果的に活用していることが確認でき

2　 VJCC ハノイでは、現地講師 44 セッション（Chief People Officer コース及び Proffessional Production Director コースを除く）に対

し、日本人専門家によるセッション数は 202 となっている。また VJCC ホーチミンでは、現地講師によるセッション数 82 に対し、

日本専門家委によるセッション数は 146。
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た。特に、ビジネスコースのマネージャーや副マネージャーが自らコース単体での収支を費

目ごとに計算し、収益が出るようなコース設計を行うなど、持続性の意識が浸透しているこ

とがうかがえた。

2-3  年度予算計画の体系化に関しても、各マネージャーレベルでの策定からマネジメントでの承

認まで効率的に体系化されていることが確認された。一連の体系化は、過去の日本人専門家

が継続的にその必要性を説明し、ベトナム側も理解していることがインタビューから判明し

た。

2-4  本フェーズが始まって以降、カウンターパート及びスタッフのみを対象としたカウンター

パート研修は行われていない。しかしながら、カンボジア、ラオス、ベトナムにおける各日

本センタースタッフ向けの研修及び VJCC が行う経営塾の本邦研修への同行など、研修の機

会は少数ではあるが提供されている。

2-5  VJCC では日本商工会（ハノイ・ホーチミン）との連携による就職フェアや経営塾生による

各種ネットワーク活動が行われていることが確認できた。経営塾生に関しては各期の塾生間

でのネットワーク活動が行われているが、各期同士の活動は行われていない。

2-6  VJCC スタッフのみでの計画・運営・管理状況に関しては、ベトナム人所長の下、各マネー

ジャー、スタッフがおおむね行えるようになっている。ただし、日本人講師に対する講義手

法や講義内容の確認等、いわゆるコミュニケーションの部分には日本人専門家のサポートが

必要な部分があることが確認できた。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標
ベトナム中小企業・裾野産業を担う経営者人材育成の拠点としての

VJCC の自立発展的な体制と機能が強化される。

現行の指標 現在の達成状況

1 2014 年 3 月までに策定さ

れる 2014 年度 VJCC 全体

運営計画で経営塾・CEO
コースを中心とする実施

可能な事業・予算・人員

計画が明確になる。

既に年度の事業計画、予算計画、それに伴う人員計画はベト

ナム側が主体となって作成されていることから、本指標は達

成できるものと考えられる。VJCC ホーチミンの 2 名のマネー

ジャーに欠員が生じているが、今後も空席状態が続くようで

あれば、外部からの招聘や内部昇格等の手当ても検討する必

要があると判断される。また、マネージャー、スタッフの離

職が散見されることから、離職に備えた体制・制度作りが必

要である。

2 2014 年 3 月末までに策定

される 2014 年度予算計

画で VJCC 支出の 75％以

上が自己収入によってカ

バーされる。

2009 年度（2009 年 4 月－ 2010 年 3 月）の VJCC 自己収入から

の支出負担比率は 39％であったが、2010 年度（2010 年 9 月

－ 2011 年 8 月）には 61％に増加している。これは JICA 負担

分の事業費の削減が大きいが、今後も JICA 負担から、VJCC
負担への変更を予定している支出費目があることから、指標

（75％）の達成は十分可能と考えられる。
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3 2014 年 3 月末までに、プ

ロジェクト終了後の自立

発展性のある VJCC 中期

運営計画（5 カ年）がベト

ナム側のイニシアチブに

より策定されている。

日本人専門家による技術移転の結果、年次の事業計画、予算

計画、人員計画を策定するための技術移転は順調に行われて

おり、中期運営計画の策定は可能と考えられる。

プロジェクト目標である「ベトナム中小企業・裾野産業を担う経営者人材育成の拠点としての

VJCC の自立発展的な体制と機能が強化される」に関連する各成果については、VJCC ホーチミ

ンでのビジネスコース・マネージャーの欠員状態が続いていることが懸念材料としてあげられる

ものの、両センター共に運営を行うための自立的運営体制という観点からは、達成は十分に可能

と考えられる。
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第４章　評価結果（評価５項目ごとの評価）

４－１　妥当性

以下の理由により、妥当性は高いと判断される。

（１）ベトナムの開発政策との整合性

「社会経済開発 10 カ年計画（2001-2010）」「社会経済開発 10 カ年計画（2011-2020）」及び

2006 年に採択された「社会経済開発 5 カ年計画」に対する整合性が求められる。これらの

計画では高成長、生活改善、工業化、近代化というキーワードの下、市場経済化に対応した

人材育成が求められており、VJCC の活動はこの方針をサポートするものとして位置づけら

れる。

（２）裨益者ニーズとの整合性

近年のベトナムの経済成長はめざましい状況にあるが、市場メカニズムに対応した人材の

育成はこれまで以上に重要になってきている。また、ベトナムに進出した日系企業も 1,500
社以上といわれており、これら日系企業でも日本的経営に関する知識を有した人材、生産管

理に精通した人材の確保は課題となっている。このような環境下で VJCC が実施する各種ビ

ジネスコースはほかでは実施できない高品質なコースとして、日系企業のみならず、ベトナ

ム中小企業からも評価されている。

（３）日本の援助重点課題との整合性

日本政府の対ベトナム国別援助計画では「経済成長促進・国際競争力強化」を重点分野の

一つとしており、そのためにビジネス環境、民間セクターの開発が必要であるとしている。

本プロジェクトでは主に中小企業と裾野産業の発展に主眼を置いたビジネスコースと経営塾

を実施しており、日本政府の援助重点課題に合致した内容となっている。

４－２　有効性

プロジェクト目標
ベトナム中小企業・裾野産業を担う経営者人材育成の拠点としての

VJCC の自立発展的な体制と機能が強化される。

上記プロジェクト目標に関しては、「３－３」で既に述べたところであるが、経営塾を含むビ

ジネスコースは、参加者数、質、満足度などの観点からプロジェクトの有効性は高いといえる。

（１）プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標の達成度に関しても、VJCC 関係者へのインタビュー及び提供された各

種資料からは目標達成の見込みは高い。

現在は、ビジネスコースの運営・管理強化と VJCC 組織の運営・管理体制強化を 2 つの柱

としているが、前述したようにプロジェクト目標の達成のために設定された各種指標は、現

地講師による講義時間の比率を除き、2014 年度の終了時までに達成される見込みが高い。
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（２）目標達成に貢献した要因

VJCC 所長をはじめ、VJCC スタッフの献身的な活動はもとより、チーフアドバイザーを

中心に、日本人専門家の適切な指導があったことがあげられる。

（３）目標達成を阻害する（可能性がある）要因

日本センター共通の課題であるが、スタッフの離職は阻害要因となる可能性がある。過去

の実績でみると、特にマネージャーが長期間同一ポストにいるケースは稀である。また、日

系企業との関係構築はチーフアドバイザーの個人的ネットワークによるところが大きかった

ことから、現在のチーフアドバイザーの任期終了後は日系企業との関係の面で特に阻害要因

と成り得る。

４－３　効率性

中間レビュー時における効率性は高いと判断できる。

本プロジェクトにおいては、日本側の投入（日本人専門家、日本側の予算、機材供与）はほぼ

計画通りの規模及びタイミングで行われた。ベトナム側の投入に関しては、スタッフの頻繁な離

職はあったものの、ホーチミンでの 2 つのマネージャーポストが未配置の状態であることを除い

ては後任の補充がなされている。

ビジネスコースの運営・管理強化からみた効率性は、日本企業での現場経験の豊富な日本人講

師を派遣したことは、ビジネスコースへの応募者の確保や参加者の満足度の向上に大きく貢献し

たものと考えられる。加えて、費用対効果の観点からベトナム人講師が質の高い講義を提供でき

る科目・分野については、ベトナム人講師を積極的に活用するなど、効率性を高める努力がうか

がえた。

４－４　インパクト

人材育成が主たる目的であるプロジェクトの性質上、客観的な指標の達成状況を現時点で確認

することは困難であり、インパクトの発現までには更なる時間を要する。一方、日系関連機関、

ビジネスコース受講生の企業の一部では、以下のような注目すべき意見や事例を確認しており、

本案件の活動が一定の波及効果を発現させつつあると判断できる。

日系機関（商工会、JETRO）では、VJCC のビジネスコースは質・コストの面で民間企業では

できないものを提供していると評価しており、民間企業ではカバーできていない、経営層や中間

管理職等のビジネス人材を育成する VJCC のビジネスコースを今後も継続実施してほしいという

コメントを頂いた。特に、日本商工会ではベトナムには 1,500 社を超える日系企業が進出してお

り、ハノイ、ホーチミンという二大都市でこのような実践的なビジネスコースを提供しているこ

とは自社研修制度を持たない日系及びベトナムの中小企業が必要なときに従業員への研修を行う

ことができるという点で貢献度は極めて高いとの言葉を頂いている。また、ベトナム中小企業の

中で日本的経営の発想をもった経営者の育成は、将来の日系企業との連携を考えると波及効果は

高い。

売上の増加や利益の増加といった目に見える形でのインパクトの発現を確認するまでには一定

の期間を要するものの、将来の収益性を高めるために日々地道な各種改善活動を継続していくこ

とは、日本的な生産管理の考えからも非常に重要である。この点で、多くの経営者（卒業生）が
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ビジネスコースや経営塾で学んだ内容（５S、TQM、バランススコアカードなど）を導入してお

り、将来のインパクトの発現が期待できる状況にある。今回の調査では、以下の 3 つの事例が参

考になる。

事例 1　ベトナム中小企業への貢献

VJCC ビジネスコース及び経営塾参加者の Nguyen Thi Lan Anh さんは、過去 20 年にわたり国

営の紡績工場で、製造ラインのマネージャーとして勤務していた。ベトナムの市場経済化（ド

イモイ政策）が進められるなか、国営企業としても合理化・効率化が求められたが、当時の

国営企業には経験やノウハウがなく、ラインマネージャーであった Nguyen Thi Lan Anh さん

を研修に出すこととした。Nguyen Thi Lan Anh さんは研修機関を選定するにあたり、他の研修

機関と比べ VJCC の講義内容が実践的であったことから、VJCC のビジネスコースの一科目で

あった「生産管理」を受講した。

Nguyen Thi Lan Anh さんが受講を通じ学んだことは、それまで国営企業では実践されてこな

かった内容であり、感銘を受けた彼女はその後経営塾を受講するに至った。

2008 年にはそれまでの経験を生かし、日用雑貨品を作る会社を立ち上げた。現在では 50 名

の従業員を雇用し、年間 30 億ドン（≒ 150,000USD）を売り上げる企業に成長している。

この企業では「企業理念」を導入し、従業員にはすべからく研修を行っている。このよう

な方針は VJCC のビジネスコースを受けたことによる「正」の影響であり、今後も続けていき

たいとのことであった。日本的な経営とベトナム的な経営の良い部分を融合させたいと考え

ており、今後も必要に応じ、VJCC のビジネスコース、オンサイト・トレーニングなどを活用

していきたいとのことであった。

なお、Nguyen Thi Lan Anh さんの企業では、コースで学んだ年次目標と中期計画を導入して

おり、全従業員合意の下、実施し、毎年目標値をクリアしている。

また、主に経営塾卒業生を中心とした「経営塾クラブ」が形成されており、産業組織と成り得

る地盤は形成されつつある。事例 2 は経営塾を受講した中小企業の経営者が実際に取引を行った

事例である。

事例 2　経営塾生間の取引のケース

経営塾が始まって以降、2012 年 7 月で 3 年が経過するが、現在実施中の三期生を含めると、

塾生の数は 64 名にのぼる。その中の 1 名に対するヒアリングによると、経営塾生間による商

取引は過去に 2 件程度行われている（詳しい調査を行えば、取引数は増加する可能性がある）。

具体的には、農薬を製造する BMC 社と箱を製造するナム・ファム社間の梱包用の箱に関する

取引である（取引額に関する情報は入手できなかった）。

ベトナムでは民間コンサルタント会社などによる企業間のビジネスマッチングが行われて

いるが、民間企業によるものは成功事例はあまり多くないとのことであった。今回、経営塾

卒業生間で本件のような取引が行われたことは、VJCC が今後企業間ビジネスマッチングを行

う場として機能していく可能性があり、ヒアリングに応じた受講生もそのような VJCC の機能

に期待しているとのことであった。
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経営塾の修了生（主に企業経営者）には従業員の自主性に主眼を置いた経営方針への転換がみ

られる。企業経営者が個人の能力で管理できる範囲は限られており、権限を適切に分散すること

は、中小零細から中規模の企業になっていく過程で非常に重要な要素となってくる。次の事例 3
は、VJCC の経営塾を受講した経営者が行った企業改善の一例である。

事例 3　BMC 社におけるインパクト

BMC 社は農薬を製造する会社である。社長の Vu Van 氏は VJCC の「生産管理」のコース受

講のあと、経営塾に参加した。一連の VJCC ビジネスコースの受講を通じ、社長本人の意識変

化があり、それまでの Vu Van 氏がすべての意思決定を行う、いわゆる典型的なベトナム経営

者から、従業員それぞれが自身で考え、職責に応じ個々人が判断するよう経営方針を改めた。

この方針を従業員に理解してもらうため、社長自身だけではなく、従業員についても VJCC の

各種ビジネスコースに参加させており、現在では社長のトップダウン経営ではなく、皆が納

得する、参加型の改善活動を実施していく方針としている。VJCC のビジネスコースには、現

時点までに延べ 60 名の従業員を派遣している。

農薬を生産する会社ということもあり、「生産管理」のコースへの参加が多いが、当該企業

における生産ラインの改善状況には特筆すべきものがあった。

具体的には、インタビューによると VJCC コース参加前の不良品率は 5 ～ 10％で推移して

いたが、参加後は 1 ～ 2％に改善された。今後はこれを 0.8％まで改善させることを目標とし

ているということであった。

加えて、以前にはなかった「売上計画」「マーケティング戦略」「人事戦略」といった各種

計画を作成、導入し、実施にあたっては分析ツールなどを使い、従業員が一体となり納得し

て実施している。このような経緯もあり、売上も順調に伸びて、2009 年は 50 億ドン、2010 年

60 億ドン、2011 年 107 億ドン、2012 年度 150 億ドン（計画）となっている。2009 年の金融危

機以降のベトナムの経済状況を考えた場合、このように売上を上げていくことは非常に困難

であり、VJCC での各種ビジネスコース受講の効果との言及があった。

４－５　持続性

持続性はある程度見込まれるものの、更なる方策を取ることが必要である。

（１）組織面

スタッフの度重なる離職や VJCC ホーチミンのビジネスコース・マネージャーの不在が長

期にわたるなど、ベトナム側からの人的投入が不十分な面があるものの、マニュアルや引き

継ぎ書作成及び引き継ぎ作業が徹底されており、現在の状況に合った自立発展のための努力

がなされている。マネージャー・スタッフは VJCC が将来ベトナム側で自主的に運営し、自

立発展していかなければならないことを認識しており、そのような観点からビジネスコース

も高度人材育成部門と産業人材育成部門に分割されている。一方で、FTU ハノイ及び同ホー

チミン、VJCC ハノイ及び同ホーチミンの四者の情報フローや指揮命令系統が確立されてお

らず、情報伝達がうまく行われていないケースが散見された。

なお、今回の調査で訪問した日系機関、日系企業からは将来、VJCC の運営が完全にベト

ナム側に移管し、コンタクトパーソンとなるべき日本人が不在となることで、日本企業と
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VJCC との関係が弱くなることを懸念するコメントが聞かれた。

（２）財政面

2011 年での自己収入負担率は 61％まで上昇しており、全体的にみて財政面での VJCC の

持続性は強化されてきている。これまで JICA 負担としていた翻訳・通訳費を今後 VJCC 負

担とすることなどにより、目標値である 75％は達成される見込みである。

ただし、VJCC 所長及び各マネージャーとも数値目標の達成に主眼を置いている傾向がみ

られる。VJCC による財政面の自立が VJCC の活動（各種活動）の質を低下させないよう対

策を取りつつ目標値を達成することが求められる。

（３）技術面

VJCC の運営のための人材はマネージャー、スタッフの区別をなくせば十分に育成されて

おり、ベトナム人による運営能力は着実に強化されている。一方、日系機関との関係構築や

日本人関係者との連絡調整等、現地スタッフでは対応が困難な業務は存在する。

ビジネスコースの講師については、現地講師化には一定の限界があり、質を維持したうえ

でビジネスコースを継続する場合、現地講師のみでの持続性は見込まれず、日本人講師の投

入が不可欠と考えられる。
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第５章　提言と教訓

５－１　提　言

本フェーズ後半、更には将来に向け、より効率的かつ効果的なセンター運営を図るため、調査

団はプロジェクト関係者に対し以下の提言を行った。

（１）組織及び運営管理の視点

・両センターは FTU に属するものの別々の施設が建設され、組織もそれぞれに存在する。

効率性と持続性の観点から FTU ハノイ及びホーチミン、VJCC ハノイ及びホーチミンの指

揮命令系統及び情報共有フローを明確にする必要がある。

・カウンターパート及びスタッフの離職は、組織の発展を考えるうえで大きな阻害要因と成

り得る。早急に外部からの新しいマネージャーの採用、若しくは内部昇格による補充が求

められる。

・ベトナム企業間あるいはベトナム―日本企業間を橋渡しする機関としての機能を強化す

る。

（２）経営塾を含むビジネスコースの方向性

・ビジネスサークルの場として、卒業生の集いの場である経営塾クラブの機能を強化するこ

とが望まれる。

・VJCC の更なる財務健全性の確保のため、VJCC と同等レベルの研修コースを提供する在

ベトナムの研修機関と連携の可能性を探ることが望まれる。

・JICA の技術協力プロジェクトを通じて蓄積されたアセットを活用した本フェーズ終了後

の将来像を描くことが望まれる

５－２　教　訓

・プロジェクト終了後はベトナム側でのセンター運営が可能となるよう、センタースタッフへ

の技術移転、また財政面の健全性の向上に取り組んできたところであるが、本邦の経済団体、

NPO、地方自治体等の関係作りやこれら日本人関係者との連絡調整業務は、業務の性質上、現

地スタッフだけでは対応が難しいことがわかった。そのため、プロジェクト終了後も日本との

リエゾン的な役割を果たす専門家の配置等の検討が必要と思われる。

・経営塾コースは現場経験の豊富な日本人専門家による講義や指導を特長としていることから、

現地化が難しい。一方、コース自体の年数も浅く、現地ニーズも依然として高い。コース継続

のためにも、プロジェクト終了後も何らかの形で JICA の協力を継続していくことが必要と考

えられる。
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Staff (Adm)

Staff (Facility & Computer)
 

Staff (Security) 
Japanese Expert Assistant 1.ビジネスコース部を産業人材育成/高度人材育成の2部門に変更
FTU Director/Manager 2.日本語人材育成・交流部に外部からのマネージャを登用

Staff (Cleaning) VJCC Deputy Manager 3.副所長には内部マネージャーからの昇格を想定。
VJCC Officer

Staff (Driver) The total number of Vietnamese Director/ Manager/ Staff: 17

※Chief Advisor is in charge of both VJCC-HN and VJCC-HCMC.

Consultant

VJCC - Hanoi ORGANIZATIONAL CHART

Chief Advisor President of FTU (Project
Director)

 Mr. FUJII Takao Hoang Van Chau

09-May-12

Project Coordinator Consultant Director 
Ms. TANIGAMI Seiko Ms. Phung Kim Anh

Manager（Parttime）
Ms. Nguyen Hong Ngoc Ms. Tran Thi Kieu Minh

Adm. Div. (8) Japanese Course and
Exchange Activities Div. (3)

(Co.)Assistant / Livrarian
Ms. Nguyen Bich Hang

Business  Course Div.Ⅱ
（KEIEIJUKU、MBA) (2)

Deputy Manager
Ms. Nguyen Thi Tuong Van

Staff

Manager Manager

Mr. Tran Anh Thu

 Mr. Duong Manh Hung
 Mr. Nguyen Xuan Bac

Ms. Ngo Thi Hue

Ms. Le Thi Thanh Hang Ms. Truong Thi Dieu Huong
Ms. Nguyen Hong Nhung

Mr. Nguyen Cong Dong

Consultant
Expert for Business Course Manager

Ms. Le Hoang Lien

Business  Course Div.Ⅰ
（HRD) (3)

Staff
Ms. Luu Thi My Linh

Ms. Dinh Thi Kieu Chinh

Mr. Nguyen Ngoc Son

Consultant 
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Staff

Staff (Library) 

Staff (Facility)
Japanese Expert/Assistant
FTU Director/Manager
VJCC Officer

The total number of Vietnamese Director/ Manager/ Staff: 14
★ Mr. Le Uy Phong is in charge of both Library staff and Japanese Course Div. staff

※Chief Advisor is in charge of both VJCC-HN and VJCC-HCMC.
Staff (Cleaning)

 Mr. FUJII Takao Mr. Hoang Van Chau

Project Coordinator Expert for Japanese Course JC Manager Expert for Business Course

VJCC - HCMC ORGANIZATIONAL CHART
2011/12

Chief Advisor President of FTU (Project Director)

Expert for Exchange Act.

Mr. To Binh Minh

Manager
Exchange Activities Div.(0)

Manager
Adm. Div.(9)+1 Japanese Course Div. (2) Business  Course Div. (3)

Director

Mr. WAKABAYASHI Yuhi Ms. Nguyen Thu Thuy (Parttime) Consultant

Ms. Diep Nguyen Anh Uyen
★ Mr. Le Uy Phong

Ms. Nguyen Thi Thu Thao

Ms. Nguyen Thi Anh Tuyet ★ Mr. Le Uy Phong Ms. Nguyen Thi Thu Ha
Staff(Adm) Staff Staff

Mr. Pham Thanh Bay
Mr. Ho Trong Nghia

Mr. Hua Thai Quang

Staff (Security) 
Mr. Bui Dinh Uyen
Mr. Luu Duc Bao

Mr. Pham Nguyen Thanh Phong

Ms. Nguyen Kim Bach Tuyet
Staff (Driver)
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Date 総括（殿川） 協力企画（吉村） 評価分析（大西）

2012/6/12 火
10:30 東京発（VN311）
14:00 ハノイ着

2012/6/13 水

10:00 JICA 事務所訪問（清水次長、沖浦次長、林田職員）
13:30-14:30 藤井 CA
14:45-15:15 谷上
15:30-16:30 佐藤先生（簿記普及推進協議会）

2012/6/14 木

8:45-9:15  Kim Ainh 所長
9:30-10:00  Ms.Lien（BC）
10:15-10:45 Ms.Minh（BC）
11:00-11:30 Ms.Ngoc（JC&EA）
11:45-12:15 Ms.Van（ADM）
14:00-16:30 ビジネスコース参加者インタビュー（3 名）

2012/6/15 金
会社訪問
・12：30-14：30　対処方針会議

2012/6/16 土
11:30 ハノイ発（VN1123）
13:30 ホーチミン着

2012/6/17 日 資料整理

2012/6/18 月

09:00-10:30 若林専門家
11:00-11:45 Minh 所長
14:00-15:30 ビジネスコース及び総務担当職員
16:00 日本語コースマネージャー

2012/6/19 火
BC 受講者　4 社（ベトナム企業訪問）BMC、SOVI な
ど

2012/6/20 水 BC 受講者　1 社（日本企業）

2012/6/21 木
10:00 東京発（VN301）
14:00 ホーチミン着

ESUHAI（里村氏）

2012/6/22 金
、 9:00 ホーチミン商工会

10:00 JETRO
14:00-15:30 NGHI SON セメント社ホーチミン支所

2012/6/23 土
10:30 東京発（VN311）
14:00 ハノイ着

10:30 ホーチミン（VN1178）発　12:30 ハノイ着

2012/6/24 日 資料整理

2012/6/25 月
10:00 JICA 事務所（清水次長、林田職員）
11:15 Japan Embassy
14:00 トウ副学長表敬（Mr.Tho）

2012/6/26 火

10:00-10:45 JETRO（渡部次長、西川所員）
移動（30 分）
11:15-12:00 商工会（小倉事務局長）
PM Ｍ / Ｍ協議
15:30-17:00 株式会社ヒラヤマ

2012/6/27 水
10:30-11:30 教育訓練省（Dzung 局長）
15:00-16:00 計画投資省（Tien 副局長）
18:00-19:00 JICA 事務所（清水次長、沖浦次長、林職員）

2012/6/28 木

10:35 ハノイ発
（TG561）
12:25 バンコク着
15:00 バンコク発
（PG703）
15:50 ヤンゴン着

16:15 ハノイ発
（VN613）
18:05 バンコク着
20:15 バンコク発
（PG937）
21:50 プノンペン着

10:30-12:30 市川コンサルタンツ
PM VJCC 打合せ
24:05 ハノイ発
07:35 東京着（翌日）

2012/6/29 金

AM/PM JICA 事務所、
CJCC 打合せ
19:20 プノンペン発
（VN3856）
20:05 ホーチミン着
24:05 ホーチミン発
（VN300）
08:15  東京着（翌朝）
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２．調査日程
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面談者リスト 
 
 
日本国大使館  一等書記官 岸田 秀 
 
JICA ベトナム事務所 次長  清水 暁 
   次長  沖浦 文彦 
   職員  林田 隆之 
 
JETRO ホーチミン 次長  永盛 明洋 
JETRO ハノイ  課長  西川 壮太郎 
   次長  渡部 伸仁 
 
日本商工会 ハノイ 事務局長 小倉 政則 
日本商工会 ホーチミン 事務局長 西田 昌弘 
 
計画投資省  Deputy Director General  Mr Nguyen Xuan Tien 
 
教育訓練省  Director General   Mr. Tran Ba Viet Dzung 
 
外国貿易大学  副学長    Dr. Tho Dinh Ngyuen 
 
VJCC ハノイ  所長    Ms Phung Kim Ainh 
   チーフアドバイザー  藤井 孝男 
   業務調整員   谷上 聖子 
   ビジネスコース専門家  梅沢 俊栄 
   マネージャー（総務）  Ms Nguyen Thi Tuong Van 
   マネージャー（ビジネスコース） Ms Kuu Thi My Linh 
   マネージャー（ビジネスコース） Ms Tran Thi Kieu Minh 
   マネージャー（日本語・交流） Ms Nguyen Hong Ngoc 
   講師（簿記・会計）  佐藤 正治 
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VJCC ホーチミン 所長    Mr To Binh Minh 
   業務調整員   若林 勇飛 
   マネージャー（日本語）  Ms Nguyen Thu Thuy  
   副マネージャー（総務）  Ms Nguyen Thi Anh Tuyet 
   副マネージャー（ビジネスコース）Ms Nguyen Thi Thu Ha 
 
 
現地企業（ハノイ） 
BMC   社長    Vu Van Nhan 
SECOIN  副社長    Dinh Hoai Giang 
VAF   社長    Tran Thi Thu Hang 
MIREX   人事部長   Le Duy Linh 
HAYEN   社長    Nguyen Thi Lan Anh 
 
現地企業（ホーチミン） 
BMC   副社長    Vu Van Manh 
SOVI   社長    Le Quoc Tuyen 
Asia Paper Packaging 社長    Sam Tseng 
Phuc Long  社長    Jacky Chan 
Nghi Son Cement 支店長    大隅 正夫 
   ロジステック部門マネージャー 望月 寛之 
 
日系企業 
HIRAYAMA ベトナム Deputy Director   浜崎 秀行 
ESUHAI  社長補佐   里村 勇祐 
IBC Vietnam  社長    市川 匡四郎 
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1 

評価グリッド（案） 
ベトナム日本人材協力センター・ビジネス人材育成プロジェクト 

中間レビュー調査 
2012 年 6 月 11 日時点 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

妥当性 相手国ニーズとの

整合性（国家目

標・開発政策との

整合性） 

プロジェクト上位目標はベトナム国（以下、ベ国）の国家計

画における開発課題と重点政策に合致しているか？ 

上位目標： 

1. ベトナムの工業化をけん引する経営者人材が VJCC よ

り継続的に育成される。 
 

· ベ国開発政策 
(1) 国家発展戦略

2010-2020 
(2) 5 か年計画

2006-2010 
· 人材育成・教育政策 

 

· 国家開発計画 
· 政府機関 

· 資料レビュー 
· インタビュー 

 裨益者ニーズとの

整合性 
ターゲット・グループの設定及びニーズ把握は適切かつ十

分か？ 

ターゲット・グループ： 
 VJCC 現地スタッフ及び現地講師 
 VJCC 事業への参加が想定される経営者・従業員、教

育機関関係者、学生、一般市民 

· 日本人専門家（以下、専

門家）、カウンターパート

（以下、C/P）、プロジェクト

関係者（受講者、企業・産

業界等）の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  プロジェクト目標はターゲット・グループのニーズに合致し

ているか？また、そのニーズは高いか？ 

プロジェクト目標： 

1. ベトナム中小企業・裾野産業を担う経営者人材育成拠

点としての VJCC の自立発展的な体制と機能が強化さ

れる。 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等  

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  事業実施機関（ベトナム貿易大学：FTU）のニーズとの整合

性があり、実施機関の選定は適切か？ 
 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· FTU の情報 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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2 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 
妥当性 日本の援助事業

としての妥当性 
本プロジェクトと日本の対ベトナム国援助政策等との整合

性は十分にあるか？ 
· 日本の対ベトナム国別援

助計画 
 

 

· 外務省 
· JICA 

· 資料レビュー 

その他 JICA 日本センター事業コンセプト・ビジョンとの整合性は十

分にあったか？ 
· 日本センター関連資料 
 

· 各種報告書等 · 資料レビュー 

 ベトナムの特徴と発展段階との整合性はあったか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· ベ国に係わる研究資料 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等  

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

有効性  プロジェクト目標

の達成度 

プロジェクト目標 

1. ベトナム中小

企業・裾野産業

を担う経営者人

材育成拠点とし

てのVJCCの自

立発展的な体

制と機能が強

化される。 

プロジェクト目標の指標はどの程度達成されたか？ 

指標: 

認知度の向上 
・ 来館者数 
・ VJCC における活動の受講者数 
・ 来館者と活動参加者の満足度  
オーナーシップの促進 
・ 全コース時間に占める現地講師による講義の割合 
・ VJCC のマネージャーに任命された現地スタッフの人

数 
・ 現地スタッフの事業運営能力の向上及び責任分担の

拡大 
財政的自立発展性 
・ 運営経費の支出に対する VJCC の収入の割合 
ネットワーク  
・ 関連機関との連携による活動件数 
・ 日本留学から帰国した学生、JICA 帰国研修員との連

携による活動件数 

· プロジェクト目標の指標に

係わる数量データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等（半期

レポート、モニタリン

グ・評価レポート、貸

借対照表を含む） 
 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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3 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

有効性 プロジェクト目標

の達成度 

 

プロジェクト目標達成の見込みは高いか？ 
 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  プロジェクト目標達成のための外部条件は満足されるか？ 
外部条件:  
· 2020 年までに工業国化を目指すベトナム政府の基本政

策が継続する。 
· VJCC が構築したビジネス人材育成機能をベトナム政府

の関係省庁・機関が有効に活用する。 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 
· プロジェクト記録 
· 運営計画 
· 中期運営計画 

· 資料レビュー 
· インタビュー 

 

  プロジェクト目標の達成は成果の達成によって引きおこされ

るものか？ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 目標達成に貢献

した要因（成果の

達成度） 

中小企業・裾野産業の中核人材育成に資する効果的なビ

ジネスコースの運営・管理が行われたか？ 
（成果 1 の達成度）  
指標 

1-1 経営塾・ＣＥＯコースの卒業生数 

1-2 経営塾・ＣＥＯコースの卒業生と経営改善の状況（満

足度・利益率） 

1-3 一般ビジネスコースの応募状況、参加者数、満足度 

1-4 個別相談、現場指導サービスの満足度と経営改善

（売上高、利益率） 

1-5 育成された講師による講義時間比率 

1-6 ビジネスコースの体系的な年度実施計画の策定 

· 成果 1 の指標に係わる数

量データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

・ 半期プロジェクトレポ

ート 

・ モニタリング・評価レ

ポート 

・ VJCC 年間運営計

画、改訂版計画 

・ 年間予算・収支表 

・ 現地スタッフリスト 

・ 関連組織の会議実

績 

・ 問い合わせリスト 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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4 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

有効性 

 

目標達成に貢献

した要因（成果の

達成度） 

VJCC スタッフによる自立発展的な組織運営体制が構築さ

れたか？（成果 2 の達成度） 
指標 

2-1 組織機能図の内容と改善状況 

2-2 年度予算計画の精微化 

2-3 年度予算計画の体系化 

2-4 VJCC スタッフへの研修と参加者の満足度 

2-5 ネットワーキング活動と様々な組織との協働プログラ

ムの実施 

2-6 VJCC スタッフのみでの計画・運営・管理状況 

· 成果 2 の指標に係わる数

量データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等  

・ VJCC 年間運営計

画 

・ 年間コース概要 

・ 年間コース実施計

画 

・ コース実施実績 

・ モニタリング・評価レ

ポート 

・ 現地講師のリスト 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 

 目標達成を阻害し

た要因 
C/P、講師、スタッフの異動や離職はあったか？ · 離職件数（理由） 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家及び C/P 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 

 

  VJCC は十分な予算を得られたか。 · 年度予算・収支報告 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 

  その他の要因の影響はあるか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 
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5 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

効率性 日本側投入の適

切さ 
専門家（長期及び短期）の派遣人数、専門分野、派遣時

期、派遣期間は適切だったか？ 
 

· 派遣実績データ 
· 専門家の実績 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家・C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 

  日本側のプロジェクトの予算は適正規模だったか？ · 日本側コスト負担の実績

データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 予算・決算関連書類 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 

· 資料レビュー 
· インタビュー 

  本邦研修における研修員受入れ人数、分野、研修内容、

研修期間、受入れ時期は適切だったか？ 

 

· 研修員受入れ実績データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家・C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 

  供与機材の質と量は適切だったか？ · 機材配置・利用状況 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家・C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書 

· 視察 
· アンケート 
· インタビュー 

 ベトナム国側投

入の適切さ 
C/P の人数、配置状況、能力は適切だったか？ · C/P 配置状況    

· C/P の実績  
· 専門家、C/P の認識  

· 専門家及び C/P 
· 各種報告書 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 

  マネージャー、スタッフ、講師の配置は適切だったか？ · マネージャー、スタッフ、

講師の配置状況 
· 専門家・C/P の認識 

· 専門家及び C/P 
· 各種報告書 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 

  建物・施設の質、規模、利便性は適切だったか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 視察 
· アンケート 
· インタビュー 

  ベトナム側のプロジェクトの予算は適正規模だったか？ · 予算・経費支出実績 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 予算・決算関連書類 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 

  ベトナム人講師のリクルート、育成は適切だったか？ · リクルート方法・講師育成

方法 
· ベトナム人講師実績 
· 専門家・C/P の認識 

· 専門家及び C/P 
· 各種報告書 

· 資料レビュー 
· アンケート 
· インタビュー 
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6 

 

5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

効率性 他機関・プロジェ

クトとの連携 
他の機関・プロジェクトとの効果的協力があり、それによって

効率性が向上したか？ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 各種報告書 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  他の日本センターと効果的な連携はあったか？  · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 各種報告書 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 効率性を向上、

または阻害した

要因 

効率性を向上・阻害したその他の要因はあったか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 

インパクト 上位目標の達成

見込み 

上位目標： 

ベトナムの工業

化をけん引する

経営者人材が

VJCC より継続的

に育成される。 

 

上位目標はプロジェクト終了後 2018 年までで可能か（上位

目標と目標達成指標は妥当か）？ 
指標: 

1. 民間セクターで活動する VJCC 卒業生数が 2018 年ま

でに 13,000 人を超える。 

2. 2018 年までにベトナム中小企業・裾野産業会を牽引す

る産業組織が形成される 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 上位目標の指標に係わる

数量データ 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

・ 商工会議所のメンバ

ーに対するサンプル

調査 

・ 半期プロジェクトレポ

ート 

・ 過去の参加者に対

するフォローアップ

調査レポート 
 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 その他 当初予想しなかった正負の影響はあるか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

自立発展性 制度面 VJCC の組織・活動を自立発展させていく体制が実施機

関（FTU）により確立されているか？ 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  関係機関からの支援の継続が期待できるか？ · 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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5 項目 
評価項目 

必要なデータ・資料 情報源 
データ収集 

方法 大項目 小項目 
自立発展性 組織面 プロジェクト終了後も必要な人員配置は確保されるか？ · 講師・スタッフ配置計画 

· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 組織図、講師・スタッ

フ配置実績 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  組織能力を継続的に強化していく体制（内部人材育成研

修等）が構築され、機能しているか 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 人材育成計画 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  コース終了後、受講者に対するフォローアップを行う実施

する体制が確立されているか？ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· フォローアップ体制 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  プロジェクト終了後も事業を継続していく運営管理能力
が VJCC に備わっているか？ 

· 事業計画 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 財務面 VJCCC の財務状況は良好か？ 
（収入源を多様化していく取り組みは進んでいるか?） 

· 予算・決算データ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 

· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

 技術面 中核となる人材が質量ともに十分に育成され、必要な技術

の維持、普及が期待できるか？ 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家と C/P 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 

  VJCC はプロジェクト終了後に機材の維持管理・更新を自

主的に行えるか。 
· 専門家、C/P 及びプロジェ

クト関係者の認識 
· 専門家、C/P 及びプロ

ジェクト関係者 
· 各種報告書等 

· 資料レビュー 
· インタビュー 
· アンケート 
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